
 
平成18年3月期 個別財務諸表の概要 平成18年4月28日

上場会社名 平和不動産株式会社 上場取引所 東・大・名・福・札

コード番号 8803 本社所在都道府県 東京都 

(URL　http://www.heiwa-net.co.jp/)

代　　表　　者　役職名 取締役社長 氏名　井阪　健一

問合せ先責任者　役職名 取締役副社長 氏名　金原　策太郎 ＴＥＬ　　（03）3666－0181

決算取締役会開催日 平成18年4月28日 中間配当制度の有無 有

配当金支払開始予定日 平成18年6月29日 単元株制度採用の有無 有（１単元　500株）

定時株主総会開催日 平成18年6月28日   

１．平成18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 34,975 73.2 8,365 34.0 7,424 54.6

17年3月期 20,191 △14.3 6,242 △5.5 4,802 △2.1

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 4,134 39.0 34 12 28 84 8.0 4.2 21.2

17年3月期 2,974 18.5 26 11 22 48 7.3 2.8 23.8

（注）①期中平均株式数 18年3月期 119,637,599株 17年3月期 111,660,150株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 10 00 4 50 5 50 1,281 29.3 2.1

17年3月期 9 00 3 50 5 50 1,004 34.5 2.4

（注）17年3月期期末配当金の内訳　　　大阪証券取引所ビル竣工記念配当　　1円50銭

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 185,130 61,675 33.3 434 84

17年3月期 171,470 41,766 24.4 373 87

（注）①期末発行済株式数 18年3月期 141,710,935株 17年3月期 111,556,089株

②期末自己株式数 18年3月期    386,184株 17年3月期 206,489株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 10,414 2,782 1,634 5 00 　― 　―

通　期 29,837 6,833 4,032 　― 5 00 10 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　28円46銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の9ページを参照して下さい。
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５．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金および預金 739 1,739 1,000

２　営業未収入金 156 122 △33

３　有価証券 817 701 △115

４　販売用不動産 1,384 181 △1,202

５　販売用不動産仮勘定 5,988 12,817 6,829

６　前払費用 816 150 △665

７　繰延税金資産 491 652 161

８　未収収益 0 0 0

９　短期貸付金 140 126 △13

10　未収金 1,645 572 △1,073

11　立替金 10 17 6

12　仮払金 7 5 △1

　　貸倒引当金 △4 △7 △2

流動資産合計 12,193 7.1 17,081 9.2 4,887

Ⅱ　固定資産  

１　有形固定資産  

建物設備 ※４ 108,315 113,557  

減価償却累計額 38,150 70,164 41,809 71,748 1,583

構築物 1,530 1,547  

減価償却累計額 902 627 991 556 △71

機械装置 914 1,187  

減価償却累計額 300 614 414 772 158

車両運搬具 21 22  

減価償却累計額 11 9 12 9 △0

器具備品 871 892  

減価償却累計額 394 476 496 395 △80

土地
※３
※４

70,347 76,685 6,338

建設仮勘定 － 205 205

有形固定資産合計 142,240 82.9 150,374 81.2 8,133
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

２　無形固定資産  

借地権 3,678 3,715 37

商標権 0 2 1

ソフトウェア 24 17 △7

電話加入権 9 9 △0

施設利用権 24 21 △3

無形固定資産合計 3,738 2.2 3,766 2.1 28

３　投資その他の資産  

投資有価証券 ※５ 6,365 6,834 469

関係会社株式 136 871 735

出資金 5,436 4,895 △541

従業員長期貸付金 8 8 0

破産債権、再生債権、更生債

権その他これらに準ずる債権
4 － △4

長期前払費用 733 602 △131

差入保証金 525 604 78

保険料積立金 91 91 －

貸倒引当金 △4 △0 4

投資その他の資産合計 13,298 7.8 13,909 7.5 610

固定資産合計 159,276 92.9 168,049 90.8 8,773

資産合計 171,470 100.0 185,130 100.0 13,660
         

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形 385 56 △328

２　営業未払金 265 1,381 1,115

３　１年以内に償還予定の
普通社債

20,000 20,000 －

４　短期借入金 7,400 6,300 △1,100

５　１年以内に返済予定の
長期借入金

※４ 20,764 3,964 △16,800

６　未払金 146 154 8

７　未払費用 192 144 △48

８　未払法人税等 － 2,789 2,789

９　未払消費税等 － 449 449

10　前受金 1,623 777 △845

11　預り金  817 207 △609

12　賞与引当金 164 182 18

流動負債合計 51,759 30.2 36,408 19.7 △15,350
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

Ⅱ　固定負債  

１　社債 30,000 30,000 －

２　新株予約権付社債 9,999 3,474 △6,525

３　長期借入金 ※４ 13,264 27,785 14,521

４　保証金 ※４ 9,652 4,352 △5,299

５　敷金 ※４ 9,766 15,689 5,923

６　繰延税金負債 743 748 5

７　再評価に係る繰延税金
負債

※３ 3,650 4,338 687

８　退職慰労引当金 431 317 △113

９　退職給付引当金 436 340 △96

固定負債合計 77,944 45.4 87,047 47.0 9,102

負債合計 129,703 75.6 123,455 66.7 △6,247

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 5,814 3.4 14,086 7.6 8,272

Ⅱ　資本剰余金  

１　資本準備金 4,061 12,314  

資本剰余金合計 4,061 2.4 12,314 6.7 8,252

Ⅲ　利益剰余金  

１　利益準備金 1,453 1,453  

２　任意積立金  

固定資産圧縮積立金 1,406 1,365  

固定資産特別償却準
備金

112 114  

研究開発積立金 30 30  

別途積立金 20,115 20,115  

３　当期未処分利益 3,270 5,266  

利益剰余金合計 26,386 15.4 28,345 15.3 1,958

Ⅳ　土地再評価差額金
※３
※６

5,321 3.1 6,323 3.4 1,002

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

※７ 263 0.2 803 0.4 540

Ⅵ　自己株式 ※１ △81 △0.1 △199 △0.1 △117

資本合計 41,766 24.4 61,675 33.3 19,908

負債・資本合計 171,470 100.0 185,130 100.0 13,660
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　営業収益  

ビル賃貸事業収益 15,388 16,269  

住宅事業収益 4,583 16,699  

資産開発・証券化事業
収益

－ 1,877  

その他の事業収益 220 20,191 100.0 127 34,975 100.0 14,783

Ⅱ　売上原価  

ビル賃貸事業原価 7,870 8,814  

住宅事業原価 3,793 13,518  

資産開発・証券化事業
原価

－ 11,664 57.8 998 23,330 66.7 11,666

売上総利益 8,527 42.2 11,644 33.3 3,116

Ⅲ　販売費および一般管理費  

不動産販売・管理費 649 1,338  

土地賃借料 11 8  

建物設備賃借料 0 －  

建物管理費 16 15  

営繕費 － 0  

建物保険料 0 0  

光熱費 4 4  

減価償却費 75 51  

諸税金 64 155  

役員報酬 180 159  

給料手当 378 506  

賞与引当金繰入額 82 118  

退職慰労金 － 2  

退職慰労引当金繰入額 66 61  

退職給付費用 36 △24  

福利厚生費 103 120  

消耗品費 63 50  

株式・社債事務費 120 244  

旅費交通費 45 47  

通信費 15 14  

保険料 0 0  

会議費 21 26  

交際費 66 42  

広告費 36 30  

支払手数料 163 220  

貸倒引当金繰入額 2 －  

雑費 79 2,285 11.3 78 3,278 9.4 993

営業利益 6,242 30.9 8,365 23.9 2,122
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅳ　営業外収益  

受取利息 2 0  

有価証券利息 2 1  

受取配当金 83 227  

業務受託収入 49 113  

出資分配益 76 105  

雑益 44 257 1.3 46 495 1.4 238

Ⅴ　営業外費用  

支払利息 859 643  

社債利息 736 663  

社債発行費 36 127  

貸倒引当金繰入額 4 －  

雑損 61 1,697 8.4 1 1,436 4.1 △260

経常利益 4,802 23.8 7,424 21.2 2,622

Ⅵ　特別利益  

貸倒引当金戻入益 － 1  

固定資産売却益 ※１ 316 －  

投資有価証券売却益 26 －  

投資有価証券償還益 － 342 1.7 115 117 0.3 △224

Ⅶ　特別損失  

固定資産売却損 ※２ － 60  

固定資産除却損 ※３ 87 86  

減損損失 ※４ － 87 0.5 392 539 1.5 451

税引前当期純利益 5,056 25.0 7,002 20.0 1,945

法人税、住民税および
事業税

10 2,706  

法人税等調整額 2,072 2,082 10.3 161 2,867 8.2 785

当期純利益 2,974 14.7 4,134 11.8 1,159

前期繰越利益 3,707 2,636 △1,070

土地再評価差額金取崩
額

△3,021 △1,002 2,018

中間配当額 390 501 110

当期未処分利益 3,270 5,266 1,996
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ビル賃貸事業原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

人件費 617 7.9 391 4.4 △225

公租公課 1,283 16.3 1,513 17.2 229

諸経費 5,969 75.8 6,909 78.4 940

計 7,870 100.0 8,814 100.0 943

       

住宅事業原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

土地買入代金 1,754 46.2 5,559 41.1 3,804

造成工事費・建築費 1,796 47.4 7,568 56.0 5,772

人件費 24 0.6 50 0.4 25

公租公課 8 0.2 6 0.0 △1

諸経費 210 5.6 333 2.5 122

計 3,793 100.0 13,518 100.0 9,724

       

資産開発・証券化事業原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

土地買入代金 － － 602 60.3 602

建物買入代金 － － 381 38.2 381

諸経費 － － 14 1.5 14

計 － － 998 100.0 998
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(3）利益処分案

前事業年度 当事業年度

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,270 5,266

Ⅱ　任意積立金取崩額

固定資産圧縮積立金
取崩額

40 35

固定資産特別償却準
備金取崩額

46 87 20 56

計 3,357 5,323

Ⅲ　利益処分額

配当金

613
１株につき5.5円
(普通配当4円
大阪証券取引所ビル
竣工記念配当1.5円)

779
１株につき5.5円
　　                  
　　　　　　
　　　　　　　

取締役賞与金 45 44

監査役賞与金 13 7

任意積立金

固定資産特別償却
準備金積立金

48  12  

別途積立金 － 720 3,000 3,843

Ⅳ　次期繰越利益 2,636 1,479

      

　（注）　前事業年度

 　 平成16年10月29日開催の取締役会の決議に基づき390百万円（１株につき3.5円）の第85期中間配当を実施い

たしました。

当事業年度

平成17年10月31日開催の取締役会の決議に基づき501百万円（１株につき4.5円）の第86期中間配当を実施い

たしました。
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

１　有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法を採用しております。

子会社株式

総平均法による原価法を採用しております。

１　有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券

同左

子会社株式

同左

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定。）を採用

しております。

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

同左

ｂ　時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

ｂ　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

総平均法による原価法を採用しております。

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

同左

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…

　定率法を採用しております。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビルおよび平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

同左

建物設備および構築物　　　８～50年

機械装置および運搬具　　　６～15年

器具備品　　　　　　　　　５～15年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均等償却する方法に

よっております。

無形固定資産… 無形固定資産…

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

同左

４　繰延資産の処理方法

社債発行費

　支払時に全額費用処理しております。

４　繰延資産の処理方法

社債発行費

同左

５　引当金の計上基準

貸倒引当金

　営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

５　引当金の計上基準

貸倒引当金

同左
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

賞与引当金

同左

退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社役員

退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

退職慰労引当金

同左

退職給付引当金

　従業員および年金受給者の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務から年金資産の公正な

評価額を控除した額を計上しております。

退職給付引当金

同左

６　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法 ７　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例処理の要件を満たし

ておりますので特例処理を採用しております。

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしておりま

すので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当

期の費用として処理しております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

──────  （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成14年8月9日））および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6

号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより

税引前当期純利益は392百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除しております。
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追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

 法人事業税の付加価値割および資本割については、実

務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会（平成16年2月13日））に基づき、「販売

費および一般管理費」（34百万円）に計上しております。

──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

前事業年度まで、損益計算書の営業収益に計上していた

「建物設備賃貸収益」、「土地賃貸収益」、「不動産売上

高」、「その他の営業収益」の収益区分を、当事業年度よ

りセグメント情報の区分に合わせて「ビル賃貸事業収益」、

「住宅事業収益」、「その他の事業収益」に変更しており

ます。

　同様に、前事業年度まで売上原価に計上していた「建物

設備賃貸原価」、「土地賃貸原価」、「売上不動産原価」

の原価区分を、当事業年度よりセグメント情報の区分に合

わせて「ビル賃貸事業原価」、「住宅事業原価」に変更し

ております。

　なお、当事業年度の営業収益および売上原価を前事業年

度と同様の方法により記載した場合は、次のとおりであり

ます。

営業収益   

　建物設備賃貸収益 14,557百万円

　土地賃貸収益 103百万円

　不動産売上高 4,459百万円

その他の営業収益 1,071百万円

売上原価   

　建物設備賃貸原価 7,927百万円

　土地賃貸原価 30百万円

売上不動産原価 3,705百万円

損益計算書の「資産開発・証券化事業収益」は前事業年

度まで「ビル賃貸事業収益」に含めて表示しておりました

が、セグメント情報の区分に合わせて区分掲記しておりま

す。

　同様に、「資産開発・証券化事業原価」も区分掲記して

おります。

　なお、前事業年度の「資産開発・証券化事業収益」は800

百万円であり、「資産開発・証券化事業原価」はありませ

ん。

　また、当事業年度の営業収益および売上原価を前事業年

度と同様の方法により記載した場合は、次のとおりであり

ます。

営業収益   

　ビル賃貸事業収益 18,147百万円

　住宅事業収益 16,699百万円

その他の事業収益 127百万円

売上原価   

　ビル賃貸事業原価 9,812百万円

　住宅事業原価 13,518百万円
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１　※１　自己株式の保有数 １　※１　自己株式の保有数

普通株式 206,489株 普通株式 386,184株

２　※２　会社が発行する株式 ２　※２　会社が発行する株式

普通株式 299,171,000株 普通株式 299,171,000株

発行済株式総数 発行済株式総数

普通株式 111,762,578株 普通株式 142,097,119株

３　保証債務 ３　保証債務

次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。 次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。

子会社および関連会社

平和ヘルスケア（株） 170百万円

その他

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者
448百万円

計 618百万円

子会社および関連会社

平和ヘルスケア（株） 200百万円

その他

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者
580百万円

計 780百万円

４　※３　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３

月31日公布法律第34号）および「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」（平成13

年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行っており、当該評価差額に

係る税金相当分を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。

４　※３

同左

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平

成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

４号に定める地価税法第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表し

た方法により算定した価額に、合理的な調整

を行って算出しております。

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日

平成13年３月31日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

     12,006百万円            11,710百万円
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

５　※４　担保に供している資産ならびに担保付債務 ５　※４　担保に供している資産ならびに担保付債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

土地 48,635百万円

建物設備 22,198百万円

計 70,833百万円

土地 27,342百万円

建物設備 13,030百万円

計 40,372百万円

(2）担保付債務 (2）担保付債務

長期借入金 5,564百万円

１年以内に返済予定の長

期借入金
19,764百万円

保証金 3,405百万円

敷金 2,293百万円

計 31,027百万円

長期借入金 12,340百万円

１年以内に返済予定の長

期借入金
704百万円

保証金 3,405百万円

敷金 2,293百万円

計 18,743百万円

 

６　※５　投資有価証券のうち685百万円については貸株

に供しております。

 

７　※６　土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。

６　※６　土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。

８　※７　有価証券の時価評価により、純資産額が263百

万円増加しております。なお、当該金額は商法

施行規則第124条第3号の規定により、配当に充

当することが制限されております。

７　※７　有価証券の時価評価により、純資産額が803百

万円増加しております。なお、当該金額は商法

施行規則第124条第3号の規定により、配当に充

当することが制限されております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

１　※１　固定資産売却益の内訳 １　※２　固定資産売却損の内訳

水天宮平和ビル土地建物 275百万円

日本橋平和ビル土地建物 40百万円

計 316百万円

蛎殻町平和ビル土地建物 60百万円

計 60百万円

２　※３　固定資産除却損の内訳 ２　※３　固定資産除却損の内訳

建物設備 78百万円

器具備品他 9百万円

計 87百万円

建物設備 66百万円

器具備品他 19百万円

計 86百万円

３　※４　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

主な用途 種類 場所

賃貸資産その他

（計４か所）
土地 

千葉県我孫子市

他 

当社は、他の資産または資産グループのキャッ

シュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピング

を行っております。

その結果、当事業年度において、地価の下落に伴い

帳簿価額に対して著しく時価が下落している資産グ

ループなど4件について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（392百万円）と

して特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額あるいは使用価値により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定評価基準に基づく評価額

を基準としております。また、使用価値は、将来

キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定してお

ります。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額および期末残高相当額

器具備品

取得価額相当額 62百万円

減価償却累計額相当額 31百万円

期末残高相当額 31百万円

器具備品

取得価額相当額 67百万円

減価償却累計額相当額 43百万円

期末残高相当額 24百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

同左

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10百万円

１年超 20百万円

合計 31百万円

１年以内 10百万円

１年超 14百万円

合計 24百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

同左

３　支払リース料および減価償却費相当額 ３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額および減損損失

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

４　減価償却費相当額の算定方法 ４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

②　有価証券

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 同左
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③　税効果会計

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 66百万円

販売用不動産仮勘定評価損 365百万円

繰越欠損金 148百万円

固定資産圧縮積立金

（一年内取崩分）
△24百万円

固定資産特別償却準備金

（一年内取崩分）
△14百万円

その他 △51百万円

計 491百万円

（繰延税金資産）

賞与引当金 74百万円

販売用不動産仮勘定評価損 365百万円

未払事業税 224百万円

固定資産圧縮積立金

（一年内取崩分）
△23百万円

固定資産特別償却準備金

（一年内取崩分）
△15百万円

その他 26百万円

計 652百万円

（繰延税金負債）

退職慰労引当金 175百万円

退職給付引当金 169百万円

固定資産圧縮積立金 △912百万円

固定資産特別償却準備金 △64百万円

その他有価証券評価差額金 △180百万円

その他 69百万円

計 △743百万円

（繰延税金負債）

退職慰労引当金 129百万円

退職給付引当金 138百万円

減損損失 445百万円

固定資産圧縮積立金 △889百万円

固定資産特別償却準備金 △57百万円

その他有価証券評価差額金 △551百万円

その他 35百万円

計 △748百万円
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 373.87円

１株当たり当期純利益 26.11円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
22.48円

１株当たり純資産額 434.84円

１株当たり当期純利益 34.12円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
28.84円

　（注）　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（百万円） 2,974 4,134

普通株主に帰属しない金額（百万円） 58 52

（うち利益処分による役員賞与金）（百万円） (58) (52)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,916 4,082

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,660 119,637

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数（千株） 18,037 21,887

（うち新株予約権付社債）（千株） (18,037) (21,887)

（重要な後発事象）

前事業年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

　平成17年5月31日開催の取締役会決議に基づき、平成17年6月22日に第５回無担保社債を発行しております。

１．発行総額　20,000,000,000円

２．発行価額　額面100円につき金100円

３．利　　率　年0.81％

４．償還期限　平成21年6月22日

５．資金使途　社債償還資金に充当

当事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

該当事項はありません。
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６．役員の異動
 　　記載が可能になり次第「決算発表資料の追加（役員の異動）」として開示いたします。
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